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２．改正された日本工業規格
建築用鋼製下地材（壁・
天井）

Ａ6517

光学素子及び光学システ
ム用の製図手法`第５
部：表面形状公差

Ｂ0090`５

積算熱量計 Ｂ7550

油圧・空気圧システム及
び機器`シリンダ`往復
動用ワイパリングのハウ
ジング`寸法及び許容差

Ｂ8395

油圧`シリンダの附属金
具寸法`第３部：丸カ
バー形，16MPa及び25
MPaシリーズ

Ｂ8404`３

油圧`シリンダの附属金
具寸法`第４部：角カ
バー形（内径 25¤～
200¤），16MPaシリー
ズ

Ｂ8404`４

油圧`シリンダの附属金
具寸法`第５部：角カ
バー形（内径 250¤～
500¤），16MPaシリー
ズ

Ｂ8404`５

油圧`シリンダ`ピスト
ン及びロッド用ウェアリ
ングのハウジング寸法

Ｂ8663

光散乱式気中粒子計数
器`校正方法及び検証方
法

Ｂ9921

光散乱式液中粒子計数
器`校正方法及び検証方
法

Ｂ9925

自動実装部品の包装`第
３部：表面実装部品の連
続テープによる包装

Ｃ0806`３

浮動充電用サイリスタ整
流装置

Ｃ4402

再生用及び記録用半導体
レーザ通則

Ｃ5942

再生用及び記録用半導体
レーザ測定方法

Ｃ5943

環境試験方法`電気・電
子`第２`20部：試験`
試験Ｔ`端子付部品のは
んだ付け性及びはんだ耐
熱性試験方法

Ｃ60068`２`20

蛍光ランプ（一般照明用） Ｃ7601

リチウム一次電池の安全
性

Ｃ8513

据置ニッケル・カドミウ
ムアルカリ蓄電池

Ｃ8706

自転車`分類及び諸元 Ｄ9111

一般用自転車 Ｄ9301

自転車`フレーム Ｄ9401

自転車`ハブ Ｄ9419

自転車`リヤキャリヤ及
びスタンド

Ｄ9453

鉄及び鋼`蛍光Ｘ線分析
方法

Ｇ1256

一般構造用圧延鋼材 Ｇ3101

熱間圧延棒鋼とバーイン
コイルの形状，寸法及び
質量並びにその許容差

Ｇ3191

熱間圧延形鋼の形状，寸
法，質量及びその許容差

Ｇ3192

熱間圧延平鋼の形状，寸
法，質量及びその許容差

Ｇ3194

高温用合金鋼ボルト材 Ｇ4107

特殊用途合金鋼ボルト用
棒鋼

Ｇ4108

熱間圧延ステンレス鋼板
及び鋼帯

Ｇ4304

冷間圧延ステンレス鋼板
及び鋼帯

Ｇ4305

銅及び銅合金中のすず定
量方法

Ｈ1052

マグネシウム及びマグネ
シウム合金中のベリリウ
ム定量方法

Ｈ1339

銅及び銅合金の棒 Ｈ3250

排ガス中の塩素分析方法 Ｋ0106

排ガス中の硫化水素分析
方法

Ｋ0108

ジンクリッチプライマー Ｋ5552

厚膜形ジンクリッチペイ
ント

Ｋ5553

亜酸化鉛さび止めペイン
ト

Ｋ5623

シアナミド鉛さび止めペ
イント

Ｋ5625

鉛酸カルシウムさび止め
ペイント

Ｋ5629

エッチングプライマー Ｋ5633

アミノアルキド樹脂塗料 Ｋ5651

合成樹脂エマルション模
様塗料

Ｋ5668

市区町村コード Ｘ0402

エレクトロニックイメー
ジング用語

Ｚ6015

（内容省略）
備考 内容は、日本工業標準調査会ホーム
ページ（http://www.jisc.go.jp）において
閲覧に供する。また、経済産業省産業技術
環境局基準認証政策課、各経済産業局及び
沖縄総合事務局経済産業部においても閲覧
に供する。

日本工業標準調査会の調査審議を経て、平成22

年５月20日に下記の日本工業規格を確認及び廃止
したので、工業標準化法（昭和24年法律第185号）
第16条の規定に基づき公示する。
平成 22年５月 20日

経済産業大臣 Æ嶋 正行
記

１．確認された日本工業規格
携帯電気ドリル Ｃ9605

卓上電気グラインダ Ｃ9621

携帯電気かんな Ｃ9625

家庭用直接暖房器（蓄熱以外）
の性能測定方法

Ｃ9803

家庭用電気アイロンの性能測定
方法

Ｃ9804

家庭用電気トースタの性能測定
方法

Ｃ9805

家庭用電気毛布の性能測定方法 Ｃ9806

家庭用貯湯式電気温水器の性能
測定方法

Ｃ9807

家庭用電気循環ファン及び調整
器の性能測定方法

Ｃ9809

家庭用交流換気扇及び速度調整
装置の性能測定方法

Ｃ9810

家庭用電気洗濯機の性能測定方
法

Ｃ9811

家庭用ドラム式電気衣類乾燥機
の性能測定方法

Ｃ9812

家庭用電気食品下調理器具の性
能測定方法

Ｃ9813

家庭用電気かみそりの性能測定
方法

Ｃ9814

労 働

争議行為の通知の公表について
労働関係調整法（昭和21年法律第25号）第37条
第１項及び労働関係調整法施行令（昭和21年勅令
第478号）第10条の４第１項の規定に基づき、全
済生会労働組合から、夏季一時金等の要求に関し
て、平成22年５月24日以降、同組合の組合員が従
事する別表に掲げる全職場（北海道、岩手県、福
島県、茨城県、群馬県、埼玉県、東京都、神奈川
県、新潟県、富山県、石川県、三重県、京都府、
大阪府、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、広
島県、山口県、福岡県、佐賀県及び熊本県）にお
いて、争議行為を行う旨の通知があったので、同
条第４項の規定に基づき公表する。
平成 22年５月 20日

厚生労働大臣 長妻 昭

２．廃止された日本工業規格
油圧シリンダ附属金具寸法`16
MPa及び25MPaシリーズ・丸
カバー形`第１部：プレンロッ
ドアイ

Ｂ8404`１

油圧シリンダ附属金具寸法`16
MPa及び25MPaシリーズ・丸
カバー形`第２部：スフェリカ
ルロッドアイ

Ｂ8404`２

レーザ安全用語 Ｃ6801

全プラスチックマルチモード光
ファイバ損失試験方法

Ｃ6863

携帯電灯用電球 Ｃ7508

航空機用小形電球 Ｃ7522

タングステン電球フィラメント
継線形式の表し方

Ｃ7711

マンガン乾電池 Ｃ8501

アルカリ一次電池 Ｃ8511

自転車`フレーム部品 Ｄ9403

鉄及び鋼`硫黄定量方法 Ｇ1215

塩化ビニル樹脂ワニス Ｋ5581

鉛丹さび止めペイント Ｋ5622

塩基性クロム酸鉛さび止めペイ
ント

Ｋ5624

ジンククロメートさび止めペイ
ント

Ｋ5627

鉛丹ジンククロメートさび止め
ペイント

Ｋ5628

標準仕様書（ＴＳ）の公表について
日本工業標準調査会の審議を経て、平成22年５
月20日に下記の標準仕様書（ＴＳ）を公表した。
平成 22年５月 20日

経済産業大臣 Æ嶋 正行
記

１．ＴＳ名称及び番号
公表されたＴＳ名称及び番号
高齢者・障害者配慮設計指
針`住宅用ドア及び窓`建
具金物

ＴＳ Ａ0027

励起用レーザ走査による超
音波伝搬の映像化方法

ＴＳ Ｚ0028

２．意見提出先
経済産業省産業技術環境局基準認証ユニット
産業基盤標準化推進室
（内容省略）
備考 内容は、日本工業標準調査会ホーム
ページ（http://www.jisc.go.jp）において
閲覧に供する。また、経済産業省産業技術
環境局基準認証政策課においても閲覧に供
する。
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